
第１号様式                主要事業の進行状況報告書       平成 22年３月 31日 

４９ 環境局 緑施策の推進 

事
業
概
要 

 緑は、都民に潤いや安らぎを与えるだけでなく、都市防災やヒートアイランド

対策などの都市環境の改善、美しい景観の創出、生態系の保全への寄与など、そ

の役割は多様かつ重要なものである。                                           

 都は、平成 18年 12月に策定した「10年後の東京」において、『水と緑の回廊で

包まれた、美しいまち東京を復活させる』ことを、今後 10年間を展望した施策に

おける第一の柱として掲げた。 

 東京を緑豊かな都市として再生していくため、緑の保全と創出を図る施策をこ

れまで以上に推進していく。 

こ
れ
ま
で
の
経
過 

○２００７（平成１９）年１月 全庁横断的の戦略組織「緑の都市づくり推進本

部」を設置し、「緑の東京 10年プロジェクト」を推進 

○２００７（平成１９）年６月 『「緑の東京 10 年プロジェクト」基本方針』を

策定し、緑あふれる東京の再生を目指して、今後取り組んでいく「緑施策」の基

本的考え方や方向性などを示し、10年プロジェクトの具体化の取組を開始 

○２００８（平成２０）年２月 平成２０年度予算編成などを経て、『「緑の東京

10年プロジェクト」の施策化状況』を取りまとめ 

○２００９（平成２１）年２月 平成２１年度予算編成などを経て、『「緑の東京

10年プロジェクト」の施策化状況２００９』を取りまとめ 

○２０１０（平成２２）年３月 平成２３年度予算編成などを経て、『「緑の東京

10年プロジェクト」の施策化状況２０１０』を取りまとめ 

現
在
の
進
行
状
況 

① 全庁横断的の戦略組織「緑の都市づくり推進本部」のもと、「緑の東京 10年プ

ロジェクト」として、各局連携して様々な緑施策を推進している。 

・保全地域の指定促進（21年度末時点、47箇所） 

・校庭芝生化の推進（21年度末見込、公立小中学校 155校が芝生化） 

・緑の東京募金（22 年 1月末累計、約５億６千万円） 

② 東京を緑あふれる都市に再生するためには、事業者等に更なる協力を求め、市

街地における緑化を一層推進させていく必要があることなどから、東京におけ

る自然の保護と回復に関する条例（自然保護条例）及び同施行規則を改正し、

緑化計画書制度及び開発許可制度を強化した。改正条例は平成 21年 10月 1日

より施行している。 

○緑化計画書制度→緑化基準の強化 

○開発許可制度→共同住宅系開発における緑地基準の強化 など 

③ 民間事業者が都市開発や建築などの際に創出した緑について、質や量の面から

評価し、表彰する制度を創設し、平成 22年度から開始する。 

今
後
の
見
通
し 

① 『「緑の東京 10年プロジェクト」基本方針』に示す施策について、順次実施し

ていく。 

② 改正条例及び規則を着実に運用していく。 

③ 平成 22 年度当初より、募集を開始する。 

問い合わせ先 環境局自然環境部計画課 電話 03-5388-3548 

 


